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地盤との連成効果を考慮した RC造建物の震害に関する研究

望月利男キ松田磐余榊荏本孝久T

宮野道雄tt 小泉敏~tt

要約

中低層の RC造建物は地震時にしばしば被害を受ける。特に， 1968年十勝沖地震ならびに1978年宮

城県沖地震時には近代的な RC造建物が少なからず被害を受けた。これらの造建物の被害と地盤との

関係については既往の被害調査に基づく検討結果から両者の相関性が比較的明瞭であり，その傾向を無

視することができないと報告されている。しかしながら都市に多く分布している同様な中低層 RC造

建物の地震時の被害を地盤との相関性を考慮して解析的に検討された研究は，その重要性にもかかわら

ずまだ数少ない。そこで本研究では，主に DynamicalGround Compliance理論に基づいて地盤ー建

物連成効果を考慮した RC造建物の振動モデルを作成する手法を用いて，表層地盤の地盤特性をパラ

メトリッグに変化させた場合の地盤ー建物連成系の質点モデルを作成し，次いで応答解析を実施するこ

とによって RC造建物の地震時の被害についての解析的な研究を試みることにした。その結果，すで

に調査報告された RC造建物の地震時の被害と地盤の相関性に関する傾向が，応答計算によって解析

的に検討された結果と比較的良好な対応関係を示したので報告する。

1.まえがき

RC (鉄筋コンクリート〕造建物は大地震時にしばし

ば倒壊等の被害を受ける。例えば， 1968年十勝沖地震で

は近代的な RC造建物の振動被害が見られた。また，

1978年宮城県沖地震においても少なからず RC造建物

の被害が発生している。これらの RC造建物の被害に

ついては地震時の被害調査ならびに解析が各方面で行な

われ報告されている。例えば， 1968年十勝沖地震時に災

被した RC造建物のみならず被災地に存在したすべて

のRC造学校建物を対象とした詳細な解析から被害の差

異および原因を構造面から説明づけた研究(青山ほか，

1971)。また，志賀ほかは49棟の RC造建物の壁・柱率

などを調べ，それらの量と被害の棺関性を明らかにした

(志賀ほか， 1975)。そして，これらの研究成果は耐震診

断等に有益に活用されている。一方， RC造建物の被害

が地盤との関係を無視できないとの考えから， 1968年十

勝沖地震における被災地域内の主に RC造学校建物に

ついて被害と地盤との関係を示している(望月ほか，

1978)。また，同様な調査を 1978年宮城県沖地震の被災

地における RC造建物についても実施し， RC造建物

の被害と地盤の性質との相関性が極めて高いことを指摘

している(望月ほか， 1979)。 このことは木造建物とは

別に RC造建物のような重量構造物の被害については

地盤と建物の相互作用を考慮した検討が必要であること

を示していると考えられる。 しかしながら， これらの

RC造建物の被害について，ある特定の建物の被害に着

目して振動学的見地から解析的に検討された報告は見ら

れるが，地盤との関係を考慮して全体的な RC造建物の

被害傾向を解析的に検討した研究は，これまでにあまり

例がなく例えば都市の地震防災学的な立場から都市部に

存在する多数の RC造建物の地震時危険度や被害想定

を実施するためには，まだ不十分な点がある。

ー方，地盤と建物の相互作用を解析的に検討する手法

は DynamicalGround Compliance理論としてまとめ

られている(小為・南井ほか， 1965， 1966)。 この理論

は地盤ー建物系の相互作用を建物基礎周辺地盤のバネ効
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果と減衰効果として評価する方法で， この手法を用い

て，地盤建物系の地震時の挙動を実測の強震計記録を用

いて検討する研究結果が報告されている。その結果，実

測結果と計算結果が比較的よく対応していると報告して

いる(石田・大沢， 1976)。

本研究はB これまでに調査・研究された貴重な資料な

らびに結果に基づき，上記こことを考慮して1968年十勝

沖地震ならびに1978年宮城県沖地震における RC造建

物の震害に関して， Dynamical Ground Compliance理

論に基づく地盤 建物系の連成効果を考慮した RC造

建物の振動モデルを作成し， RC造建物の震害に関する

解析的な検討を試みたものである。

2.地盤のs波速度の推定式

地盤の振動性状や地盤と建物の相互作用に関して弾性

波動理論を用いて解析的な検討を実施するためには，弾ー

性体と仮定される地盤の性質を示す物理定数としてのS

波速度， P波速度，ポアソン比および密度等の指標を必
要とする。特に，地震工学・耐震工学の分野ではS波速

度に関する情報を必要とする。これらの物理定数は弾性

波探査 (P-s検層〕や同時に実施される標準貫入試験に

よって調査され，その数値が与えられる場合が多い。し

かしながら，これらの弾性波探査の試験結果は地域的な

調査密度として必ずしも満足のいく程多数得られていな

L 、。

そのために既存の蝉性波探査資料を用いて地盤のS波

速度と他のより入手し易い土性指標との関係式を求め地

盤の地震応答計算などに供しようとする試みがこれまで

表 1 静都圏における S波速度推定式の各係数
(沖積地盤〕

Soil Data 

Clay 73 

SiltyOay 17 

sor吋yClay 23 
Silt 74 

SandySill ι4 

Sand 87 
Fine Sand 48 

附iumSand 5 
ClayeySand 22 

Silly Sand 48 
EravellYSand 16 

Grav~L. 3Q 

Banking 72 

Humus 20 

G b C R σ 

5556 0.2592 0.2381 0.88 39.9 i 

70.81 04259 0.0423 0.85 24.4 

86.16 01057 0.1217 0.80 18.41 

88.40 0.0241 0.1092 052 16.7 

59.29 0.1333 0.2757 0.81 28.91 

97.11 0.1993 0.0641 0.64 52.5 

7253 0.1116 0.2855 0.85 45.8 

125.7 0.1470 0.0529 0.66 22.3 

84.09 01894 02283 088 43.0 

66.37 01789 0.2313 0.84 32.4 

103.2 0.1794 0.1719 0.87 54.3 

83.62 0.1056 0.2945 0.81 59.1 

86.34 0.1415 0.1210 0.67 30.0 

43.41 0.0769 0.3982 093 38.1 1 

R: Multiple Correlation Coefficient 
o : Standard Deviαtion 

に多くなされている。その中で古くから実施され数も多

いものは標準貫入試験の結果として得られるN値を変数

として S波速度を求めようとする研究である。 N値は土

の剛性あるいは強度に関係する土性指標として土木・建

築工学の分野で広く活用され，しかも比較的容易に測定

できる利点があるため既存の資料も豊富で‘ある。しかし

ながら，この値は土質毎に一様でなく例えば，砂質系の

土の場合，同一の締り方であってもその土被り厚さによ

り深さの増加とともにN値が増加することはよく知られ

ている。また，粘性土の場合は粘着力を主とするその抵

抗性状からみて同ーのN値であっても砂質土とは異った

評価をすべきであると思われる。このような観点から従

来の推定式を改良する目的をもって，筆者らはすでにN

値の他に各地層の存在深さを変数として加え，さらに地

盤の形成年代および土質毎に区分したS波速度推定式を

線型関数の形で作成した(田治米・望月・松田， 1977)。

一方，太田・後藤は同様にS波速度を推定するためにN

値の他に深さを変数に加え，更に数量化理論を用いて形

成年代・土質をカテゴリー数量として数値的な重みで係

数を表わす試みを行ってS波速度推定式を作成している

(太田・後藤， 1976)。また，今井は各土質毎にS波速度

の推定値を示している〈今井， 1976)。

本研究では，これまでの弾性波探査資料数の増加に伴

って前述の S波速度の推定式に若干の改良を行い新たな

推定式を作成することとした。すなわち，筆者らが求め

た前述の推定式の線型関数であったため， 目的変数 (S

波速度〕のとり得る{直の全域を十分包含し得ない傾向が

あった。そこで，本研究ではS波速度の推定式を次式で

示す指数関数型で表わすこととした。

表 2 首都圏における波速度推定式における各係数
(洪積地盤〕

Soil Data 

Clay 84 

Isα叫 Clay 37 
lSilt 21 

lsandy Silt 38 

Loam 48 

pra帽I~叩 5 

ドnd 145 
Fine S町、d 178 

持山nSar叫 35 

戸iltySand 59 

問I~ 20 

βravel 126 

G b C R σ 

111.7 0.2123 0.1071 073 68.8 

8359 01690 02340 0.87 48.5 

101.2 0.1806 0.1493 0.68 71.6 

8153 0.2425 0.1453 0.89 44.5 

132.9 0.0272 0.0952 0.64 14.6 

13.93 0.0942 1.0456 0.89 20.2 

77.94 0.2306 0.1924 088 59.2 

1084 01610 0.1928 078 63.9 

103.0 02571 0.1001 087 55.1 

7552 02128 0.2185 082 68.2 1 

6209 0.3115 0.1866 089 56.0 

160.9 0.199810.054610.72154.7 1 

円:Multipl~ Correlation (，倒ficient
o:Standard白viation



Vs=a・Nb.Dc 
Vs: S波速度 Cmjsec)

N:標準貫入試験によるN値

D:土厚の存在深さ(地表面から土質の

中間点までの深さm)

a，b，c:重回帰分析から土質および形成年代

によって決まる係数

推定式作成にあたっては，実用上ならびに地域的な資

料数の片寄りを考慮して，東京都を中心とする首都圏と

首都圏および北海道を除く全国とに区分して(北海道を

除くのは，他地域と比べて土質の形成過程がやや異なる

33 

首都圏における波速度の実測値と計算値の比

較(洪積地盤〉

全国(首都圏と北海道を除く〉のS波速度推

定式の各係数(洪積地盤〉

-・・(1)

Soil 以lta G b C R o 

lay 50 1855 0.0637 00597 0.71 228 

おItyClay 37 1067 0.3236 00086 080 40.8 

!sandy Clay 32 155.7 0.1439 0.0556 0.68 54.2 
Isilt 18 226.6 00391 0.0325 047 19.4 

Loam 12 8774 00345 0.3467 0.74 508 

Sand 82 108.0 0.1370 0.1575 0.85 329 

Fine 5and 31 125.4 0.0681 0.1468 0.84 24.9 

Clayly 5町対 19 180.0 0.0763 0.1253 0.62 46.9 

5ilty Sand 54 116.7 0.1007 0.1950 0.80 47.0 
GtavelL，，..n 43 1564 0.0318 0.2266 0.80 50.7 

Gravel 118 1155.0 0.05780.219210.81 155.3 

R : Multiple Correlation Cα?fficient 
o : Standard Deviation 

Vs ( Measured ) 
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全国(首都圏と北海道を除く〉のS波速度推

定式の各係数(沖積地盤〕

首都圏における S波速度の実測値と計算値の

比較(沖積地盤)

Soil Data G b C R σ 
C[ay 59 70.96 0.2300 0.1543 0.88 23.5 

~Clay 35 28.23 03983 04698 0.88 47.6 

!sandYClav 26 1470 0.1263 0.0160 081 27.8 
l-ium唱 CIαy 8 48.27 0.5211 0.0249 0.82 30.9 
わilt 75 80.21 0.2555 0.1167 0.85 38.0 
l<Iyty Silt 28 83.72 0.0556 0.1544 0.82 14.8 
同ndy5ilt 53 78.03 0.1030 。23350.87 28.9 
~umu 12 44.24 03968 。0812 0.88 10.1 
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ine Sand 82 79.79 0.2055 0.1428 0.84 32.8 

附 s凶判知 30 56.12 0.3861 0.0557 0.86 68.8 

恒男hSand 19 88.78 0.2184 0.1856 0.86 45.4 

IClyIy Sand 17 6769 0.3298 0.1294 0.91 30.5 
ptlly R5n0e nd 39 78.18 0.1778 0.1558 0.82 29.2 

Siltv Sand 43 70.56 0.2096 01941 0.86 30.9 

f"'vel¥.r、d 21 121.4 0.1546 0.0630 0.81 28.7 
~rave[ 86 74.39 0.3183 。04980.85 47.5 
paly Gm岨 14 138.1 0.2127 。00320.87 39.9 
sankina 72 109.5 0.1558 0.0760 0.71 36.8 

~umus 8 42.11 0.3583 0.2218 095 835 
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図3全国(首都圏と北海道を除く〉における S波
速度の実測値と計算値の比較(沖積地盤)

ことによる。)，従来と同様に形成年代と土質により別々

に推定式を求めた。

なお，土質の形成年代による区分は沖積層と洪積層の

2種類に区分し，土質区分は大別して粘土，シルト，ロ

ーム，砂，砂磯，腐食土とし，砂についてはその粘土に

より細砂，粗砂の区別を行い，更に各土質が混合する場

合は例えば、ンルト質砂(砂が主成分〉のように分類を行

っている。本解析に使用した郵性波探査の検層孔数は上

記首都圏で153地点，全国で121地点である。表1は，

首都圏の資料から作成した沖積地盤の各土質別のS波速

度推定式の各係数であり，表2は同じく洪積地盤の推定

式の各係数である。表中にはデータ数，重相関係数なら

びに標準偏差も併記されている。また，図1，図2は各

表々1，表2の推定式作成に用いた資料のS波速度の実

測値と推定式による計算値とを比較した結果を示してい

る。同様に，首都圏と北海道を除く全国の資料から求め

た結果を表3，表4および図3，図Hこ示す。

以上の結果によれば，いくつかの例外を除けば全般的

に可成り良好な相関性を示しており，実用上満足できる

S波速度の推定式が得られたものと考えられる。

3. RC造建物の被害

地震時における RC造建物の倒壊等の顕著な被害は，

1968年十勝沖地震ならびに1978年宮城県沖地震時にも認

められた〈日本建築学会， 1968， 1980)。本研究を実施

するにあたって，これらの地震時の RC造建物の被害

のうち調査が実施された建物棟数は無被害の建物も含め

て十勝沖地震では71棟，宮城県沖地震では154棟であ

第17号
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図 5 1968年十勝沖地震における RC造建物の被
害分布

る。図 5~図 7 に調査建物の被害程度とその分布を示

す。なお，調査対象建物は主に 3~4階建程度の低層の

学校建築および事務所建築である。

図より， 1968年十勝沖地震では青森県八戸市，三沢市

および十和田市周辺に被害が集中し， 1978年宮城県沖地

震では2月20日の地震の|際には宮城県北部地域に 6月

12日の地震の際には仙台市内の苦竹，卸町，長町および

原町付近に被害が集中している。また，その構造的な被

害の形態としては，建物の長手方向の柱のせん断破壊あ

るいは柱および壁のせん断亀裂などの構造部材の破損に

よる被害が両地震における RC造建物被害に多く見ら
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RC造建物の被害が地盤性状と相関性が高いことは，

すでに望月らによって十勝沖地震時の RC造建物被害

についての報告がなされている。

本研究では，前章で示された十勝沖地震ならびに宮城

県沖地震における RC造建物の被害について，上述と

ほぼ同様な地盤性状との相関性について，次章以降の解

析的な検討結果との対比を考慮して，より一般的な地盤

種区分に対して被害棟数分布をまとめることとした。

地盤種の区分は建設省総プロによる第1種地盤から第

4種地盤としすでに調査が実施され資料が収集されて

いる両地震時の RC造建物の分布ならびにボーリング

柱状図に基づいて地盤種別区分の判定ならびに各地盤種

毎の被害建物棟数の分布を算定した。その結果を図8に

示す。

図より，十勝沖地震では第2種および第3種地盤に被

害建物が多く分布し宮城県沖地震では第1種および

望月他:地盤との連成効果を考慮した RC造建物の震害に関する研究

RC造建物の被害と地盤の関係

れた。
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図 6 1978年宮城県沖地震における RC造建物の

被害分布(仙台市を除く〉
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RC造建物の被害と地盤の関係

(1978年宮城県沖地震〉
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図 8一(b)
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RC造建物の被害と地盤の関係

(1868年十勝沖地震)
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図 8一(a)

O 

論を用いて地盤の周波数伝達関数を算定した。なお，そ

の周波数伝達関数のパターンにより地盤特性を分類した

結果，表5に示すように4タイプに分類された。

以上の結果より，横軸に周波数伝達関数のタイプ別，

縦軸にそれに対する RC造建物の被害および無被害棟

数の頻度分布を示したものが図9である。一方，建物の

被害程度(倒壊，大破，中破，小破ならびに無被害〉を

考慮して，全調査建物棟数に対する比率で示される被害

率を算定し，地盤種別ならびに周波数伝達関数のバター

ンによる地盤のタイプ別の被害率を示した結果が図10で

あるο

図9ならびに図10より，地盤の周波数伝達関数に基づ

くタイプ別ではんタイプおよびBタイプに被害率が高

くなる傾向が見られる。このことは，地綾種別区分で十

勝沖地震では第2種，第3種地盤に宮城県沖地震では第

1種，第2種地盤の両地震ともに比較的硬質の地盤に被

害建物の棟数分布が多いことと対応している。すなわ

ち， A2タイプは比較的高周波数 (3.2Hz以上〕に卓越

周波数が見られ， Bタイプでは表層地盤の層構造によっ

て複数の周波数にピーグが見られるが基盤までの平均的

な性質としては比較的硬質であると考えられる。更にま

た，このことは地盤と建物の相互作用を考慮した場合，

比較的剛性の高い RC造建物に対しては地下逸散減衰

周波数伝達関数のパターンによる地盤タイプ

の区分

TYPE for Po¥tern of Freq. Transfer Function 

ゐぉ;i A-TYPE 
B-TYPE C-TYPE 

Al A2 

Eminent onepeokfor one peαkfor 庁"OrE?than no peロk。<10<3.2 3.2;:;:fo one peak for 10 
Fr町】)EíI~ Hz Hz tor 1。
f。 。<1~10 。<1冨10 。 <1~1O 。<1-:;;10

Hz Hz Hz Hz 

5h巴pe L h !ι k 

表 5

第2種地盤に比較的被害建物が多く分布している。

また，地盤の振動特性を考慮した場合の地盤とRC造

建物被害の相関性についての検討を実施するために，各

調査建物位置におけるボ}リング柱状図から第三紀層

(本研究では基盤と定義する〕までの地盤性状に基づい

て表層地盤の層構造のモデノレを作成した。そして，第2

章で算定された地盤のS波速度の推定式に基づいて各地

層のS波速度を算定し，その他の計算に必要な地盤の物

理定数(密度， Q値など〉を設定し SH波の重複反射理
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図 11-(a) RC造建物の被害左表層の地盤性状

との関係(1968年十勝沖地震)

効果の期待できない硬質の地盤に被害建物の棟数分布が

多くなるということに対応するものと考えられる。

そこで， RC造建物の被害について，より地盤との関

係を表層地盤の層厚と硬軟度 (S波速度に対応する〕と

に関して検討するために，基盤までの深度とそれ以浅の

表層の地盤内における各層の S波速度の単純な加算平均

値として表層地盤の平均S波速度を算定し，その両者の

組合せに対して RC造建物の被害の棟数分布を検討し

た。結果を図11に示す。この結果，両地震において多少

傾向が異なるが十勝沖地震では基盤までの深さ 20m程

度で平均S波速度250mjs程度の地盤に，宮城県沖地震

では基盤までの深さが 30m以上で平均S波速度 250

mjs程度の地盤に RC造建物の被害棟数分布が多くな

る傾向が認められた。

以上のことから， RC造建物の被害と地盤性状との間

の相関性が認識される。

5.地盤との連成効果を考慮した地盤一建物
系の伝達関数

1968年十勝沖地震ならびに1978年宮城県沖地震におい

て RC造建物の被害と地盤性状との相関関係が認めら

れた。

一般に， RC造建物の地震時の挙動を検討するために

は地盤と建物の相互作用を考慮すべきであることが指摘

され，地盤一建物連成系として振動解析が実施されてい

る。これは基本的には建物の振動エネルギーが建物周辺

地盤の弾性的なパネ作用を介して波動エネルギーとして

地盤内に伝播し地下に逸散することによる減衰効果を考

慮することであり，この種の基本的な理論は半無限弾性

体上の矩形剛体基礎の場合の地盤との相互作用を考慮し

た基礎周辺地盤のパネ作用，ならびに減表作用について

Dynamical Ground Compliance理論として，すでに解
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図 1F-(b) RC造建物の被害と表層の地盤性状

との関係 (1978年宮城県沖地震)
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z 
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Y 
図 12 長方形剛体基と水平加振の条件

析解が導かれ，吏に，その結果を用いて半無限弾性体上

の地盤建物系の伝達関数も導かれている。

本研究では，第4章で示された RC造建物の地震時

の被害を解析的に検討するために，地盤一建物系の連成

効果を考慮した振動モデルを作成するために，上述の

Dynamical Ground Compliance理論に基づく地盤一

建物系の伝達関数を算定し，それと等価な振動特伎をも

っ質点系の振動そデルを作成することを検討することと

した。

Dynamical Ground Compliance理論は，三次元の等

方等質な半無限弾性地盤上の長方形剛体基礎に，水平方

向の harmonicな加振力が作用した場合(図12参照〉の

地盤内の任意な位置での運動方程式に対して，基礎自重

を無視した基礎下の応力分布を仮定して三重フーリェ変

換を導入して応力で統一された境界値問題として運動方

程式を解き，基礎の応答変位を求めるものであり，この

ことによって基礎周辺地盤のバネ効果と減衰効果を解析
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、¥¥

図 13 半無限弾性地盤上の建物形状

的に表現するもので，結果は無限積分を含む積分表示式

となる。そして最終的な解析解の結果は次式で与えられ

ている。

す 252・b・μ=flH+if2H …ω)
I"H' t:・ b

UO:長方形剛体基礎の応答変位

PH，eiOJt:水平方向の harmonicな加振力

μ:半無限弾性地盤の剛性率

b:長方形剛体基礎の半幅

flHJ2H : Dynamical GrQund Compliance 

素子

そして，上式を用いれば図13および図14に示されるよ

うな半無限弾性地盤上にせん断型連続体が存在する場合

の Swayのみを考慮した地盤一建物連成系の地盤と建

物頂部の伝達関数は DynamicalGround Compliance 

素子 fiH，1mを用いて次式で計算される。

URF _ A 
UGL DH 

A=14ao(号11ピ手)U1H+品川ー
弘、し2・P'U I 

山侍)(4-)
DH=A cos 2/0k-sin 210k 

UGL:地盤の変位

URF:建物頂部の変位

-・・(3)

-・・但)

-・・(5)

・・・(6)

po， P :建物および半無限弾性地盤の密度

C20， C2 :建物および半無限弾性地盤のS波速
度

。o:無次元振動数(胃袋)
2/0 :建物の高さ

2b:長方形剛体基礎の幡

2c:長方形剛体基礎の長さ

互

図 14建物の振動性状

表 6地盤の諸定数

ivs fる σ 
(m/s) (g/cm) (向指i罰

100 1.60 0.40 
150 1.70 0.38 
200 1.70 0.36 
250 1.80 0.34 
300 1.80 0.33 
350 1.90 0.31 
400 1.90 0.29 
500 2.00 0.25 

本研究では，まず(3)式~(め式を用いて地盤一建物達成

系の伝達関数を求めることとし， RC造建物の被害調査
結果との対応を考慮して建物形状は3階建学校建築を対

象として図13に示されたごとく長さ 60m，幅10m，高

さ10mとし，半無限弾性地盤の地盤定数を表6に示す

ごとく設定された軟質な地盤から硬質地盤までの8ケ}

スの場合を考慮した。

各地盤定数に対して，計算された伝達関数を図15に示

す。同図によれば各ケースに対応する地盤ー建物達成系

の伝達関数から連成系の固有周期(固有振動数)と応答

倍率が求められる。

図16は，以上の結果より横軸に設定された地盤のS波

速度を示し，縦軸に計算された連成系の固有周波数と応

答倍率を示したものである。同図より，達成系の固有周

波数ならびに応答倍率は半無限弾性地盤のS波速度が増

加するに従って荷者ともに増加する傾向が見られる。こ

のことは地盤と建物の相互作用に基づく連成効果を示す

ものであり，特に地量産のS波速度が増加するに従って，

すなわち硬質地盤になる程応答倍率が増加する傾向は，

ここで検討されるような RC造建物に対しては硬質地
盤ほど地下に逸散する波動エネルギーによる減衰効果を

期待することが不可能であるということを示しているも

のと考えられる。
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図 15地盤建物連成系の伝達特性

6. RC造建物の振動モデル

前章で求められた地盤一建物連成系の伝達関数に基づ

いて， RC造建物の応答解析を実施するための連成系と

等価な振動特性を有する質点系の振動モデルを作成す

る。

振動モデルは3質点のせん断型質点モデルとし図17に

示されるものとする。

一般に，質点系振動モデルの振動数方程式は次式で示

される。

I (K) -w2(MJ Iと
2k一ω2M -k 0 

-k 2k-w2M -k …例

o -k k-ω2M 

ω:円振動数

k:パネ定数

M:質点の質量

(K) :剛性マトリッグス

(M) :質量マトリッグス

(7)式の行列式から，Mjk=Xとして Xに関する 3次

方程式を求めると次式となる。

URF 

UGL 

301 

20 

10 

地~(=R) 
UGL 

一一一fo

fo 
(Hz) 

5.0 

ム0

3.0 

O~ 12.0 
100 150 2c氾 2叩 300350 400 500 

v S(m/s) 
図 16 地盤ー建物連成系の応答倍率と国有振動数

さ7
図 17 3質点系振動モデル

曲6，X3-5w4X百十6w2X-l=0 ・・・(め

ここで，質点系振動モデルに地盤一建物連成系と等価

な振動特性を与えるために(8)式の曲に前章で求められた

連成系の固有振動数を質点系振動モデルの l次固有振動

数とみなして，その数値を代入し X の値を求める。一

方，代入されたωの値に対して(8)式より Xの根が3根

求まるが 1次固有振動数が初期に仮定された連成系の

固有振動数と一致するものを X の解として採用するこ

ととする。 このようはすれば， 質点系振動モデルの X

(=Mjめと 1次から 3次の間有振動数(曲グ， ω2*，

ωa*)が決定される。また， 同様に連成系の伝達関数か
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表 7 地盤建物連成系の伝達関数から計算された振
動モデルの諸定数

No vs gんI/crrf R R厄 wo 叫 ω2 h X=M/K (ml旨) F 
1 1100 1.60 2.042 1.44 19.63 む83同JJ70.56: 。∞051
21150 1.70 3.72C 2.63 26.18 2O.a: /31.73 0.213 0.00029 

31200 1.70 5.958 4.21 27.32 24.64 131.42 。目1240.00027 

41250 1.80 9.461 6.69 28.5:: 26.74 " 0部 。∞024
51300 1.80 除27E9.39 凶.位ド1広 4 o.os: GαXl22 
61350 1.90 同25114.32 e 28.82 31.11 0，α3e φ 

71400 1.90 t5担17.86 ， 28.~正 ， 0.1α支 今

81500 2.00 陣取17.19 ， ド9.ω131.89 0.047 。
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の場合〉

ら HalfPower Band Width法により 1次減衰定数

(h1勺を算定する。

従って，以上の数値が求められれば RC造建物の振
動モデルの内部粘性減衰係数が次に示す(9)式~帥式で評

価され，地盤との達成効果を考慮した地盤一建物系の等

価な振動モデルが作成される。

h，*=J些二型L
2ωo 

"..* h.*= ~.~ xh1* 
剖(r

-・・(的

-・・M

一方

*_ C. 一回立旦鮮 帥
• -2M.蒜王子- 2M，山 S

{u.}T[CJ {u.} =2M山♂h.* -・・M

(MJ :質量マトリッグス
[CJ:減衰係数マトリックス

M.= {uS}T[MJ {u.} : S次の換算質量

C.= {Us}T[CJ {u.} : S次の換算減衰係数

{u.} : S次のモードベクトル

hs*: S次の減衰定数

41 

(ga[) TOKACH卜OKIEq・
ω01 

2C91 ・ l....<<~h~ÑU い向山・/1..11. 1.. I，..~t A.ul..， .J. A.... A..... .... .̂. 
Uι '-"，，，，，，，，，，，¥1 "門司.，- ・・ ・..，... "IV 1I --'¥1 ""O-.~ • ，- 】

ー200
-400 

o 5 10 15 20 25 30 35(sec) 

図 19 解析に用いた強震記録(八戸港湾 N-S成分〉

(gal) MIYAGIKENトOKIEq. 

25宅吻1目LhiA品川d晶川山t川山Alい.!よtんιιJ.山川1，舗a
~I .~ iV1V nγ~~ iV刊vv' ....噌「吋Y'V'山".-， T ，_-，' ..... 'V  

-250 

051015202530 お4O(Sec)
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図 21 各強震観測地点の地盤性状

(ω ー動数
制 (i=1，2):地盤ー建物連成系の伝達関数か

ら求まる円振動数

ω。:連成系の固有円振動数

以上の方法により算定された振動モデルの諸定数を表

?に示し，結果の 1例として No.1の場合のモデル，す

なわち，半無限弾性地盤の S波速度を 100mjsとした場

合の振動モドを図18に示す。

従って， これらの応答解析用の振動モデルを用いれ

ば，応答計算が比較的容易に実施できる。

7.入力地震動の算定

本章では前章で算定された地盤一建物達成系の振動モ

デルを用いて応答解析を実施するための入力地震動を算

定することとし，まず両地震において観測された代表的

な強震記録を用いて，観測地点の地盤性状を考慮して基

盤(第三紀膚〉での地震動を算定するoすなわち， 1968年

十勝沖地震では八戸港湾強震記録 (N-S成分)， 1978年
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図 22ー(a) 地震動のフーリエスベクトル
(1968年十勝沖地震〉

宮城県沖地震では東北大学工学部建設系建物 1Fでの強

震記録 (N-S成分〉の各強震記録(図19および図20)
を用いることとした。これらの強震記録が観測された各

地点のボーリング柱状図を図21に示す。これに基づいて

地盤のそデル化を行い SH波の重複反射計算によって基

盤における地震動特性を算定した。図22に観測された強

震記録ならびに算定された基盤での地震動のフーリエス

ベクトルを示す。

一方，応答計算用の入力地震動を作成するにあたって

は，表層の地盤性状に関して RC造建物の被害調査の

結果との対応を考慮して基盤までの深さ (1I)および地

盤のS波速度 (V.)を表8に示すようにパラメト Fッタ

に変化させて各地盤性状に対して，前述の基盤での地震

動のフーリエスベクトルから重複反射理論により地表面

における応答計算用の入力地震動を次式によって26通り

Gal.Sec 
400 
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TOHOKU Univ.1F NS 
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-一-Bed Rock 

8 10 12Hz 

図 22ー(b) 地震動のフ}リエスペクトル
(1978年宮城県沖地震〉

Hysteresis Curve of PO¥'lef Function System 

F 

図23 ベキ関数型復元力特性

算定した。

Hi(f)=O(f)・Gi(f) …帥
(f TT  / 1" i(27t乃t

Zi(t) =人品(f)・e"."J/' df …M 
。(f):基盤における地震動のブ』リエスベ

クト pレ

Hi(f) : i地盤における地表面での地震動の

フーリェスベクトル

Gi(f) : i地盤における周波数伝達関数
Zi(t) : i地盤の地表面における入力地震動

8.応答計算

第6章において， Dynamical Ground Compliance理

論に基づく地盤一建物連成系の伝達関数を用いて，それ

と等価な振動特性をもっ質点系の振動モデルを地盤性状

を変化させた場合について作成した。まずこ，第7章にお

いて，同様な各種の地援性状に対して応答計算用の入力

地震動を算定した。本章では，これらの結果を用いて地

震時の RC造建物の震害について，地盤性状をバラメ、

トリックに変化させ，地継との連成効果を考慮した振動

モデルを用いて弾撃性の応答計算を実施し解析的な検討
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図 25RC造建物の被害と応答計算結果の比較

を試みることとした。

弾塑性の応答計算を実施するにあたっては， RC造建

物振動モデルの各層に図23に示されるベキ関数型の復元

力特性を仮定し降伏変位を 0.5cmに仮定して線型加

速度法によって応答計算を実施した。計算された応答値

については，両地震の各振動モデルともに1層位置での

応答変位，応答速度ならびに応答加速度の最大値を地盤

性状ごとにプロットし図24に示す。

図より，十勝沖地震では各応答値ともに基盤までの深

さ20m程度の地盤において比較的大きな応答債を示し

ている。また，宮城県沖地震では基盤までの深さ 30m

が程度で大きな応答値を示している。特に応答変位(1

層の層間変位〉では，基盤までの深さ 20mで地盤のS

波速度 250m/sの地盤条件で， また宮城県沖地震では

基盤までの深さ 30m で地盤の S波速度 150~200m/s

の地盤条件で応答値が最大値を示し，仮定された降伏変

位を大きく越えている。また，その他の応答速度ならび

に加速度の最大応答値も同様な傾向を示している。この

ことは，地盤性状，建物振動モデルの振動特性ならびに

入力地震動特性の相互関係によって，上述の条件のもと

において最大の応答値を示したものと考えられる。

9.結果および考察

地震時の RC造建物の被害について，主に地盤と建

物の相互作用に着目して解析的な検討を実施した。そ

の結果十勝沖地震ならびに宮城県沖地にの両地ににおい

て，傾向は異なるがともに地盤性状に対応して応答値が

変化する傾向が認められた。そこで，両地震時の RC

造建物の被害の調査結果から地盤と被害との関係として

まとめられた，基盤までの深さと表層地盤の平均S波速

度をバラメ}ターとした RC造建物の被害率(図11)

と前章で求められた応答解析結果を比較検討するため

に，両者の結果を重ね合せて図25に示す。応答解析結果戸

は，最大の応答変位値を示した基盤までの深さの場合の

結果を図中に示してある。すなわち，十勝沖地震では基

盤までの深さ 20m，宮城県沖地震では基盤までの深さ

30mの場合の応答計算結果を用いている。同図より，

十勝沖地震では地盤のS波速度 250m/sで RC造建物

の被害率と応答計算結果による最大応答変位がともに大

きい値を示しており，宮城県沖地震では地盤のS波速度

150~200m/s に応答計算結果が大きな値を示している。

一方，被害率では平均 S波速度 250~300m/s に大きな

値が認められ両者の対応関係は，それ程よくないように

見受けられる。しかしながら建物被害程度の小破を含

めた被害率(ロ印)の平均S波速度300m/sの場合には，

対象となる建物が2棟中1棟の小破によって計算上の被

害率が50%と高い値となっているが，母数が少なく被害

率の数値としての精度に問題があり，特に考慮、の対象外

と考え，かつまた，建物の被害程度の高い倒壊，大破な

らびに中破の建物に対する被害率の傾向(ム印およびO
印)に着目すれば，被害率の傾向と応答解析結果の傾向

は比較的よく対応しているものと思われる。

以上の結果から考察されることは，地震時の RC造
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建物の被害に関して，種々の地盤条件で地盤一建物連成

効果を考慮した RC造建物の振動モデルを用い，対応

する入力地震動も変化させて応答解析を実施した結果，

詳細については更に検討の余地があるものの概略的な傾

向については，実際の RC造建物の被害の傾向との対

応関係が比較的よく認められたものと考えられる。ま

た，このことは，上述のような条件のもとで入力地震動

の主要な波動の中に含まれる振動数成分が，地盤一建物

系成系の固有娠動数に近接していることによるものと考

えられる。

10.あとがき

本研究では， 1968年十勝沖地震と1978年宮城県沖地震

時に被害を受けたRC造建物の被害について地盤との相

関性を検討した結果，荷者にある程度の相関性が認めら

れた。そこで主に地盤と建物の達成効果を考慮した応答

解析用の振動モデルを DynamicalGrond Compliance 

理論に基づいて作成し，地盤性状に応じた入力地震動を

算定して応答計算を実施した結果，実際の RC造建物

の被害の傾向と比較的よい対応関係が認められた。

以下に本研究で得られた結果を簡単に要約する。

1)通常のボーリング資料から地盤の各土質別のS波

速度を推定する実験式を次式のごとく作成した。

Vs=a. Nb ・Dc

その結果，比較的簡単にかつ精度よく S波速度を推定で

きることがわかった。

2) RC造建物の地震時被害について地盤性状との相

関性が認められた。すなわち，総プロによる地盤種区分

によれば，十勝沖地震では第2種，第3種地盤に宮城県

沖地震では第1種，第2種地盤に被害建物棟数が多く分

布し，両地震では多少その傾向が相違するが概ね第2種

地盤程度に被害を受ける建物の比率が高い。一方，地盤

の周波数伝達関数のタイプ別による地盤分類に対しても

被害建物の棟数分布に対応性が見られ比較的卓越周波数

の高い硬質な地盤に被害率が高い。そして，基盤までの

深さと基盤までの地盤の平均S波速度によって更に RC

造建物の被害を検討すると，地盤の平均S波速度が 250

m/s 程度で基盤までの深さが 20~30m程度の地盤に被

害率が高くなる傾向が認められる。

3) Dynamical Ground Compliance理論に基づし、

て地盤ー建物連成効果を考慮した振動モデルを作成し弾

塑性応答計算を実施した結果， RC造建物の地震時被害

に関する傾向を比較的よく説明できることがわかった。

以上の結果を， RC造建物の地震時の被害を検討する

上での定性的な議論として一般化するためには更に，地

盤一建物連成系の振動特性と入力地震動特性との関係な

らびに RC造建物各々の構造特性の差異等に関する検

討が必要であると考えられ，今後の課題として研究を進

めたく考えている。末筆ながら，本研究を実施するにあ

たり多大な労力を提供して頂いた沼尻靖久氏(現東京

ソイルリサーチ(株))に感謝致します。
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RC buildings of a few stori田 arein many cas田 heavilydamaged by a strong earthquake 

motion. It is geneally understood that the main reason for this kind of damage lies in the inte-

raction between structure and ground condition caused by an incident seismic wave. This paper 

is an investigation about the damage of RC buildings caused by the 1968 OFF・.TOKACHI

EARTHQUAKE and the 1978 OFF.MIYAGI PREF. EARTHQUAKE by using the GROUND 

COMPLIANCE THEORY which considetes the interaction between soil and structure. Various 

examinations wete made about the structural properties (stories， scales， columns， walls etc.，) the 
grade (completely-， heavily、half-，slightly-destroyed and undamaged) and the ground conditions 
of damaged and undamaged buildings in the disaster-striken areas. So we made the expぽimental

expression which calculates shear Wave velocity from the data of soil exploration and produced an 

analytical vibration model of buildings by a spring-mass system which is considered the interaction 

of soil-structure system. By the CONVOLUTION INTEGRAL METHOD we evaluated the 

incident wave varying with the ground condition. And we made the response calculation by using 

the above model which has elasto・plasticrestoring force characteristics called POWER FUNCTION 

TYPE. We report the result of this analysis because we could comparatively well explain the 

relationship between the damage of RC building and the ground conditions by using the model 

considered in this paper. 

The resu1ts of this investigation can be summarized as follows. 

1) The experimental expression for estimating the shear wave velocity of each soil which constitutes 

surface multilayered ground conditions from the data of soil exploration is 

Vs= a ・Nb.Dc ・H・-・…...・ H・..……(1)
where Vs is shear wave velocity， N is the N-value of standard penetration test， D is the depth 
from the surface to the middle point of each soil layer and a， b and c are thee co伍dernts
which we evaluated by MULTIPLE LINEAR REGRESSION ANALYSIS. This expression 

corresponds well to th巴 measuredvalue of shear wave velocity. 

2) In both earthquakes mentioned above， the damage of RC buildings corresponds relatively well 
to the surface ground conditions which are grouped into four classes according to the aseismic 

design code for architectural structures in ]apan. It is thought that this resu1t indicates the 

influence of the soil.structure interaction. 

3) It is also found that the actural earthquake damage grades of RC buildings are well explained 

by the resu1ts of elastoplastic response calculation of spring-mass analytical vibration model which 

is considered the soil-structure interaction by using the GROUND COMPLIANCE THEORY. 


